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Ⅰ 調査の概要 
 

 
１ 目的 

大学立地に際しての自治体の支援状況を把握及び整理することにより、当市における

大学支援方策の検討に資することを目的とする。 

 

２ 対象自治体数 

平成元年度以降において、大学立地（学部単位の立地を含む）に際して、何らかの支

援を行っていると思われる５２自治体。 

 
４ 回収の状況 

  回収数：４３自治体（別表参照） 

  回収率：８２．７％ 

 
５ 対象抽出方法 

  ４年制大学の設置および新学部の設置等に際して、行政の支援があった私立大学とい

う条件で、「公私協力方式」、「公私協力」をキーワードとして抽出した。 

 
６ 調査方法 

  メールにて調査票を送付し、記入・回答を依頼した。 
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（別表） 

回答のあった自治体一覧 

 

北海道 苫小牧市 四日市市

酒田市 松阪市

山形市 鈴鹿市

福島県 いわき市 大津市

茨城県 つくば市 草津市

栃木県 大田原市 長浜市

伊勢崎市 京都府 福知山市

高崎市 姫路市

埼玉県 加須市 赤穂市

千葉県 銚子市 淡路市

神奈川県 小田原市 鳥取県 鳥取市

長岡市 岡山県 高梁市

加茂市 広島県 呉市

柏崎市 萩市

茅野市 山陽小野田市

松本市 宇部市

山梨県 富士河口湖町 熊本県 玉名市

磐田市 大分県 別府市

藤枝市 宮崎県 延岡市

富士市

袋井市

浜松市

高浜市

半田市
愛知県

静岡県

長野県

兵庫県

山口県

群馬県

新潟県

自治体名 自治体名

三重県

滋賀県

山形県
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Ⅱ 調査結果の概要 
 

 
１ 大学立地の有無について 

  平成元年以降に立地があったのは、４３自治体のうち３９自治体。また、１自治体に

つき複数大学が立地している場合があるため、大学数は４４大学。 

 

２ 対象自治体の規模について 

・ 人口 

大学が立地した時点で、２０万人以下の自治体が約７５％を占める。 

・ 一般会計予算 

大学が立地した時点で、５００億円以下の自治体が約６０％を占める。 

 
３ 立地した大学の概要について 

・ 一学部（一学年）の定員 

２０１人～５００人の大学が約５０％を占める。 

・ 学部の種類 

「医療・薬学系」や「経営・経済学部」が多い。 

その他の中には、「危機管理学部（千葉科学大）」、「環境防災学部（富士常葉大）」

など防災関連学部の立地も見られる。 

・ 敷地面積 

５ｈａ～１０ｈａが約４０％、１０ｈａ以上が約４０％近くを占めるなど、広い

敷地の大学が多い。 

・ 立地した地域 

郊外や市街地から離れた場所が多い。なお、７大学については「駅前・駅周辺」

といった回答であり、利便性を考慮した駅前立地といった事例もみられた。 

 
４ 支援について 

・ 支援の有無 

大学立地ありと答えた３９自治体すべてにおいて支援を行っている。 

・ 支援の方法 

市単独で行っている場合が約５０％、県・府と共同で行っている場合が約５０％。 
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５ 支援の内容について 

・ 用地に対する支援 

大学用地の確保に対する支援を行った自治体は約８５％を占める。その手法とし

ては「無償譲渡」、「無償貸与」、「用地の購入補助」等があり、その用地規模とし

ては、５ｈａ～１０ｈａが多い。 

・ 施設に対する支援 

大学施設に対する補助を行った自治体は約６５％であり、１０～２０億円、２０

～５０億円の支援が多い。 
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Ⅲ 調査項目および結果 
 

 
※グラフ表示の内、％表示については小数点第１位を四捨五入している関係上、合計が

１００％でない場合があります。 

 

Ｑ１．大学立地がありましたか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある
91%　39自治体

ない
9%　4自治体

N=43
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Ｑ２．（Ｑ１で１と答えた方）その大学の概要をお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部名（複数回答あり）

32%　14大学

11%　5大学

32%　14大学

20%　9大学

14%　6大学

5%　2大学

23%　10大学

14%　6大学

0% 10% 20% 30% 40%

国際文化・交流系

経営・経済学系

法学系

福祉系

情報システム・理工系

医療・薬学系

芸術・スポーツ系

その他（不明４を含む）

（大学数）

N=44

学部の定員

１０１人～２００人
27%　12大学

～１００人

5%　2大学

５０１人～１０００

人

11%　5大学

１０００人～

7%　3大学

２０１人～５００人

50%　22大学

N=44
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    ・大学内の公共スペース・機能等 

      図書館、グランド、体育館、食堂、学生ラウンジ など 

 

     ・自治体の要請に基づく公共スペース・機能等 

      調整池、緑化公園 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学が立地した地域

未回答
2%　1大学

その他
16%　7大学

林野、高原、丘
陵地

11%　5大学

市街地から離れ
た農地、
公園など

16%　7大学

駅前、駅周辺
16%　7大学

市街地、住宅地
14%　6大学

郊外
25%　11大学

N=44

大学の敷地面積

１０ｈａ～

39%　17大学

５ｈａ～１０ｈａ

39%　17大学

１ｈａ～５ｈａ
18%　8大学

～１ｈａ

5%　2大学

N=44
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Ｑ３．自治体の概要をお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学が立地した時点の人口

～50,000人
13%　5自治体

50,001人～
100,000人

28%　11自治体

100,001人～
200,000人

33%　13自治体

200,001人～
500,000人

21%　8自治体

500,001人～
5%　2自治体

N=39

大学が立地した時点の一般会計予算（当初）

100億円～200
億円

18%　7自治体

200億円～500
億円

38%　15自治体

～100億円
5%　2自治体

500億円～1000
億円

26%　10自治体

1000億円～
2000億円

10%　4自治体

2000億円～
3%　1自治体

N=39
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大学の立地状況

１校
36%　14自治体

２校
31%　12自治体

３～５校
21%　8自治体

６校以上
5%　2自治体

未回答
8%　3自治体

N=39
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Ｑ４．大学立地について、何らかの支援を行いましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ５．（Ｑ４で１と答えた方）支援の方法についてはどうですか。（複数回答あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援をした
100%

N=39

3%　1自治体

15%　6自治体

49%
　19自治体

49%

19自治体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１　市単独の支援

２　県と市の共同の支援

３　周辺自治体と連携した支

援

４　その他（企業寄付）

（市町数）
N=39
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Ｑ６．どのような支援を行いましたか。（複数回答あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27%　12大学

27%　12大学

23%　10大学

66%　29大学

84%　37大学

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１　用地の確保

２　大学の施設に対する補助

金

３　造成等に対する補助金

４　大学周辺のインフラ整備

５　その他

（大学数）
N=44

１　用地の確保

16%　6大学

27%　10大学

57%　21大学

0 5 10 15 20 25

無償譲渡

無償貸与

その他

（大学数）

N=37
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２　大学の施設に対する補助金

7%　2大学

10%　3大学

24%　7大学

24%　7大学

17%　5大学

17%　5大学

0 5 10

～2億円

2億円～10億円

10億円～20億円

20億円～50億円

50億円～

金額不明

（大学数）

N=29

３　造成等に対する補助金

0%　0大学

10%　1大学

30%　3大学

10%　1大学

30%　3大学

20%　2大学

0 1 2 3 4 5

～2億円

2億円～10億円

10億円～20億円

20億円～50億円

50億円～

金額不明

（大学数）

N=10

４　大学周辺のインフラ整備

25%　3大学

25%　3大学

17%　2大学

17%　2大学

8%　1大学

8%　1大学

0 1 2 3 4 5

～1億円

1億円～2億円

2億円～5億円

5億円～10億円

10億円～

金額不明

（大学数）

N=12
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Ｑ７．大学立地の結果、どのような効果がありましたか。（複数回答あり） 

 

 

 

Ｑ８．その効果について、数的評価を行っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　行っている
15%　6自治体

２　行っていない
85%　33自治体

N=39

15%　6自治体

46%　18自治体

26%　10自治体

15%　6自治体

33%　13自治体

74%　29自治体

72%　28自治体

62%　24自治体

51%　20自治体

3%　1自治体

69%　27自治体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

１　教育環境が整った

２　大学の進学率が上がった

３　大学施設を活用した市民開放の場の
　　提供ができた

４　市民と学生の交流の機会が増えた

５　官学連携事業などにより、
　　まちづくりへの助言をしてもらっている

６　まちの活性化に寄与している

７　産学協働事業に着手した

８　ベンチャービジネスの動きが出てきた

９　交流人口など昼間人口が増えた

１０　都市のイメージアップ
　　　（ブランド力の向上）につながった

１１　その他（経済効果、地域医療
　　　の向上、雇用の場の確保）

（市町数）
N=39
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Ｑ９．（Ｑ８で１と答えた方）どのような方法で算出しましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ10．（Ｑ４で２と答えた方）支援なしで大学が立地した理由は？ 

 

     該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0%　0自治体

17%　1自治体

83%　5自治体

0 1 2 3 4 5 6

１　直営で算出

２　シンクタンクなどに

　　業務委託をした

３　その他

（自治体数）
N=6



15 

 

Ｑ11．大学連携に関するまちづくり構想等をお持ちですか。 

 

 

Ｑ12．大学と行政との間で、協定（地域連携協定など）を締結しておられますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　締結している
55%　24大学

２　締結してい
ない

45%　20大学

N=44

１　はい
31%　12自治体

２　いいえ
67%　26自治体

未回答
3%　1自治体

N=39
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Ｑ13．大学の地域貢献についてどのようなことがあげられますか。（複数回答可） 

 

 

 

   「５ その他」の内容 

     共同開発・研究 

     地元学生の大学進学 

     市のイベントへの学生参加 

     学生ボランティア 

     学生の地域交流・地域福祉 

     学生による地域活性化・まちづくり活動 

     地域社会への卒業生の輩出 

 

 

 

 

 

 

 

21%
8自治体

31%
12自治体

64%
25自治体

95%
37自治体

90%
35自治体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１　行政の審議会・研究会などへの
参画（委員の派遣など）によるまちづくり

２　市民公開講座の実施

３　大学の施設（図書館、グラウンド、
会議場など）を市民に開放している

４　コンソーシアム組織を
　　立上げている

５　その他

（市町数）

N=39
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Ｑ14．大学と地域との交流ができる場所はありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   「３ その他」の内容 

      商店街の空き店舗を活用し「まちの保健室(ピアカウンセリング)」事業を実施 

      ドコモショップの一角で携帯電話使用法説明 

中国人留学生などによる商店街の店舗の一角における本場仕込みの餃子販売 

駐在事務所の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　公共施設の
一角に交流機
能を有したス
ペースを確保し

ている
7%　3大学

２　大学施設の
中に交流でき

る
　　スペースが

ある
39%　17大学

３　その他
27%　12大学

未回答
27%　12大学

N=44
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Ｑ15．先般、地域再生基本方針に位置付けられた「地域の知の拠点再生プログラム」につ

いて、今後活用予定がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３　現在活用に
ついて検討中
33%　13自治体

２　活用予定な
し

62%　24自治体

１　活用予定あ
り

5%　2自治体

N=39


